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第３回多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談会「将来の市民サービスの姿と本庁舎の基本機能について」（補足）

将来の市役所の姿（集約と分散の比較） １/２ ※イメージ

集約型 現状と同様

窓口分散型 組織分散型

情報交流（協働）

フリーワークスペース

情報交流（協働）

フリーワークスペース

駅近機能（ヴィータ、多摩センター、ベルブ永山）

情報交流（協働）

フリーワークスペース

市民（課）
手続き・相談・
バックオフィス

福祉（課）
手続き・相談・
バックオフィス

子育（課）
手続き・相談・
バックオフィス

本庁舎

保険（課）
手続き・相談・
バックオフィス

税（課）
手続き・相談・
バックオフィス

都市・建築・環境・生活・コミュニティ・文化・スポーツなど

司令塔（各部）

ネットワークで本庁舎バックオフィスとつながる

一般市民向
け・高頻度
のサービス

低頻度／高
専門性／事
業者向けの
サービス

一般市民向
け・高頻
度・定型の
サービス

（手続き・定型的な相談） （手続き・定型的な相談） （手続き・定型的な相談）

様々な職員
が働く場

様々な職員
が働く場

本庁舎

市民（課）
手続き・相談

福祉（課）
手続き・相談

子育（課）
手続き・相談

保険（課）
手続き・相談

税（課）
手続き・相談

都市・建築・環境・生活・コミュニティ・文化・スポーツなど

司令塔（各部）

市民・保険・福祉・

子育・税の一部サービス

聖蹟桜ヶ丘駅出張所

市民・保険・福祉・

子育・税の一部サービス

多摩センター駅出張所

本庁舎

市民（課）
手続き・相談

福祉（課）
手続き・相談

子育（課）
手続き・相談

保険（課）
手続き・相談

税（課）
手続き・相談

都市・建築・環境・生活・コミュニティ・文化・スポーツなど

司令塔（各部）

市
民
（
課
・
１
係
）

福
祉
（
課
・
１
係
）

子
育
（
課
・
１
係
）

情報交流（協働）

保
険
（
課
・
１
係
）

税
（
課
・
１
係
）

フリーワークスペース

都市・建築・環境・生活・コミュニティ・文化・スポーツなど

司令塔（各部）

低頻度／高専門
性／事業者向け
のサービス

一般市民向け・
高頻度のサービ

ス

本庁舎

市
民
（
課
・
２
係
）

福
祉
（
課
・
２
係
）

子
育
（
課
・
２
係
）

情報交流（協働）

保
険
（
課
・
２
係
）

税
（
課
・
２
係
）

フリーワークスペース

市
民
（
課
・
３
係
）

福
祉
（
課
・
３
係
）

子
育
（
課
・
３
係
）

情報交流（協働）

保
険
（
課
・
３
係
）

税
（
課
・
３
係
）

フリーワークスペース

全てのサービスを本庁舎に集約 一部サービスを出張所で提供

市民の利用頻度の高いサービスの窓口
（定型業務中心）を駅近施設に分散化、
本庁舎と連携しサービス提供

市民の利用頻度の高いサービスに関
わる組織・職員を駅近施設に分散配
置、独立してサービス提供

参考資料４

窓口

市民・保険・福祉
・子育・税など

窓口

市民・保険・福祉
・子育・税など

窓口

市民・保険・福祉
・子育・税など

駅近機能（ヴィータ、多摩センター、ベルブ永山）
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資料4

将来の市役所の姿（集約と分散の比較） ２/２

主なメリット 主なデメリット

集約型
全てのサービスを本
庁舎に集約

組織、職員及び窓口を本庁舎に集約すること
により、組織運営と業務プロセスが分散型に
比して複雑にならない。

駅近施設の床面積そのままに本庁舎の規模が
大きくなる。また、「より身近なところで
サービスを受けたい」という市民ニーズに対
応できない。

現状と同様
一部サービスを出張
所で提供

組織、職員及び窓口をある程度本庁舎に集約
することにより、組織運営と業務プロセスが
分散型に比して複雑にならない。

駅近施設の床面積そのままに本庁舎の規模は
あまり抑制されない。また、「より身近なと
ころでサービスを受けたい」という市民ニー
ズに対応できない。

窓口分散型
市民の利用頻度の高
いサービスの窓口
（定型業務中心）を
出張所に分散化、本
庁舎と連携しサービ
ス提供

本庁舎の規模がある程度抑制されるとともに
駅近施設を有効活用して、「より身近なとこ
ろでサービスを受けたい」という市民ニーズ
に対応でき、市のまちづくりにも貢献できる。

駅近施設に窓口等を設置するための整備費が
ある程度必要になる。また、市民の求める
サービスをどこで受けられるのかわかりづら
い。

組織分散型
市民の利用頻度の高
いサービスに関わる
組織・職員を出張所
に分散配置、独立し
てサービス提供

本庁舎の規模が抑制されるとともに駅近施設
を有効活用して、「より身近なところでサー
ビスを受けたい」という市民ニーズに対応で
き、市のまちづくりにも貢献できる。

駅近施設に組織、職員及び窓口を分散するた
め、職員の人材育成や災害対応に課題がある。
また、駅近施設の整備にかなりのコストがか
かる。

将来を見据えると、「窓口分散型」の方向性が望ましい

第３回多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談会「将来の市民サービスの姿と本庁舎の基本機能について」（補足）
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